避難行動要支援者名簿の取扱いに関する協定書
日野市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）第４９条の１０の規定に基づき作成した避難行動要支援者名簿に記載、又は記録されているもののうち、同法第４９条の１１第２項の規定に基づき同項に規定する避難支援等関係者に当該名簿情報を提供することについて同意が得られた避難行動要支援者に関する事項が記載、又は記録されている避難行動要支援者名簿（以下「名簿」という。）の提供、受領及び利用に関し必要な事項について、法及び日野市地域防災計画に則り定めるため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　この協定は、甲が乙に要支援者の名簿情報を提供するにあたり、法及び日野市地域防災計画に規定する事項を定めたものとする。
（利用計画）

第２条　乙は、名簿の提供を受けようとするときは、避難行動要支援者名簿利用計画書（様式１）を甲に提出しなければならない。また、第６条に定める新たな名簿の提供を受ける場合も同様とする。

（名簿の提供）

第３条　甲は、前条に定める計画書の内容が適正と認めたときは、名簿を作成し、乙にこれを提供するものとする。
２　名簿登載者は、次の各号に掲げるいずれかに該当する者とする。ただし、別表第１に掲げる区域に居住する者に限る。
（1） 介護保険法における要介護認定を受けており要介護度３以上の者。ただし施設入所
者等を除く。
（2） 身体障害者手帳の交付を受けており、障害の程度が身体障害１・２級の者。ただし
肢体不自由は３級以上の者（内部障害を除く）。
（3） 愛の手帳の交付を受けている者。
（4） 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けており、障害の程度が１・２級の者。
（5） 障害者総合支援法に定める難病等で、障害福祉サービスの支給決定を受けている者。
（6） その他、民生委員等の日頃の見守り活動を通じて支援を必要とするひとり暮らし高
齢者や高齢者のみの世帯の高齢者で避難行動要支援者登録申請書を甲に提出した者。
（名簿の使用）

第４条　乙は、次の各号に掲げる目的において名簿を使用するものとする。
（1） 法第２条第１号に定める災害が発生した場合の安否確認、情報伝達及び避難行動支
援等
（２）前号に掲げる支援等を地域で実施するための別表第２に掲げる地域の助け合い活動の体制構築等
（名簿の管理）

第５条　乙は、甲から提供された名簿を管理、使用するに当たっては、法第４９条の１３に定める秘密保持義務及び次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
（1） 名簿の紛失、盗難、破損、改ざんその他の事故を防止するために必要な対策を講ず

ること。
（2） 個人情報の漏洩の防止に万全の注意を払うこと。
（3） 名簿に登載されている個人情報を要支援者の支援以外の目的に使用しないこと。
（4） 名簿を複写しないこと。
（5） 名簿を第三者に提供しないこと。ただし、日野市個人情報保護条例（平成９年条例

第１０号）第１１条第２項第３号に規定する個人の生命、健康、財産を守るため緊急
かつやむを得ないと甲が認めるときは、この限りでない。

（６）名簿を保管、管理する者として名簿管理責任者を定め、その者の責任の基に乙の内部において名簿を使用すること。
（7） 名簿管理責任者の氏名、住所、名簿の管理方法等を避難行動要支援者名簿管理責
任者等届（様式２）により甲に届け出ること。名簿管理責任者に変更があった場合及
び名簿管理責任者の住所、氏名、名簿の管理方法等に変更があった場合も同様とする。
（8） 名簿の紛失、盗難その他の事故が生じ、又は生じるおそれのあるときは、直ちに甲
に報告し、その指示に従うこと。
（9） 前各号に掲げるもののほか、甲が必要と認める事項。

（名簿の返却）
第６条　乙は、甲から新たに名簿の提供を受け又は甲から名簿の返却要請があったときには、すみやかに既に受領している名簿を甲に返却しなければならない。
（利用報告）

第７条　乙は、この協定の有効期間における名簿の利用実績について、有効期間満了日後、すみやかに避難行動要支援者名簿利用報告書（様式３）により甲に報告しなければならない。
２　乙は、次条の定めによりこの協定の有効期間が延長された場合は、以後１年ごとに名簿の利用実績について、前項に定める方法により甲に報告しなければならない。

（協定期間及び更新）

第８条　この協定の有効期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日ま
でとする。ただし、期間満了日の３箇月前までに、甲、乙いずれからも何らの申出がない
ときは、更に１年間延長するものとし、以後も同様とする。

（法令遵守）

第９条　甲及び乙は、この協定に定めるもののほか、個人情報保護法、日野市個人情報保
護条例、日野市情報セキュリティポリシー及び関係法令を遵守するものとする。

（協議）

第10条　この協定書に定めのない事項又は協定書の解釈に疑義が生じたときは、甲乙協
議の上、決定するものとする。

本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ１通を

保有する。

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　　東京都日野市神明一丁目１２番地の１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日野市長　　大坪　冬彦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　　
別表第１（第３条関係）

	要支援者の居住区域

（乙の活動対象区域）
	


別表第２（第４条関係）
地域の助け合い活動
	乙が行う活動の例

	○ 要支援者宅を定期的に訪問し、顔の見える関係づくりと生活状況の把握を行う。

○ 要支援者ごとに地域の支援者（要支援者を支援する者）を定め、両者の組合せを行う。
○ 要支援者ごとに個別の支援計画を作成する。

○ 地域の支援者がいない場合は、乙が組織的に支援する体制を構築する。

○ 地域で避難訓練等を実施する際には、要支援者へ声かけ等を行い積極的な参加を促す。


様式１（第２条関係）

令和　　年　　月　　日

（あて先）　日 野 市 長

令和　　年度　避難行動要支援者名簿利用計画書

	組　　織　　名
	

	代　表　者　名
	

	協定有効期間
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日まで

	【 利用計画 】名簿を利用して実施する予定の取組にチェック(してください。
※本様式に書ききれない場合は、別紙に記入してください。

	①～③の取組の中からいずれか1つ以上にチェック☑をしてください。（必須）

※名簿提供には、最低1つチェック☑がつくことが必要です。

	要支援者の把握と支援体制づくり（必須の取組）
	□ ①個別訪問による要支援者との顔合わせ（訪問予定者と訪問予定回数を以下より選択【複数選択可】）




□ ②個別訪問による要支援者又はその家族への聞き取り（聞き取り予定の内容を以下より選択【複数選択可】）


□ ③要支援者の支援体制の構築（具体的な取組内容を以下より選択【複数選択可】）


※「支援者」とは、当該取組の実施主体（自治会等）からの協力依頼に基づき、要支援者の支援について合意した方をいいます。

	①～③以外で実施する予定の取組にチェック☑してください。（任意）

	災害に備えた地域づくり（任意の取組）
	□ 防災意識の啓発（例：要支援者への備蓄などの働きかけ、自治会加入の促しなど）
□ 災害時の危険箇所や避難ルートの確認（例：要支援者に配慮した避難経路の構築など）
□ 地域の協力者・協力団体との連携・協力体制の構築（例：民生委員・地域包括支援センター等との連携）
□ 防災訓練等の実施（訓練の内容や参加予定者等を記入）


□ 地域における支援体制のマニュアル化（例：災害時の情報伝達手段のルール作り、緊急連絡網の作成など）
□ 要支援者名簿の未登録者に対する登録の呼びかけ

□ 独自の要支援者名簿の作成


様式１　別紙
	その他、実施予定の取組がある場合は記入してください。

	


　
様式２（第５条関係）

令和　　年　　月　　日

（あて先）　日 野 市 長　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組　織　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
避難行動要支援者名簿管理責任者届

　　避難行動要支援者の支援に関する協定書第４条第１項第７号に基づき、名簿管理責任者等について下記のとおり届出ます。

記

１　名簿管理責任者

	（ふりがな）

氏　　名
	

	
	

	住　　所
	

	電話番号
	（自 宅）

	
	（携帯電話）　　　　　


　２　名簿の管理方法（できるだけ具体的に記入すること）

	保管場所
	

	紛失、盗難防止、その他個人情報漏えい防止

のための措置
	


様式３（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

（あて先）　日 野 市 長

令和　　年度　避難行動要支援者名簿利用報告書
	組　　織　　名
	

	代　表　者　名
	

	協定有効期間
	令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日まで

	【利用報告】名簿を利用して実施した取組にチェック(してください。
※本様式に書ききれない場合は、別紙に記入してください。

	①～③の取組の中からいずれか1つ以上にチェック☑をしてください。（必須）

※名簿提供には、最低1つチェック☑がつくことが必要です。

	要支援者の把握と支援体制づくり（必須の取組）
	□ ①個別訪問による要支援者との顔合わせ（訪問者と訪問回数を以下より選択【複数選択可】）




□ ②個別訪問による要支援者又はその家族への聞き取り（聞き取りした内容を以下より選択【複数選択可】）


□ ③要支援者の支援体制の構築（具体的な取組内容を以下より選択【複数選択可】）


※「支援者」とは、当該取組の実施主体（自治会等）からの協力依頼に基づき、要支援者の支援について合意した方をいいます。

	①～③以外で実施した取組にチェック☑してください。（任意）

	災害に備えた地域づくり（任意の取組）
	□ 防災意識の啓発（例：要支援者への備蓄などの働きかけ、自治会加入の促しなど）
□ 災害時の危険箇所や避難ルートの確認（例：要支援者に配慮した避難経路の構築など）
□ 地域の協力者・協力団体との連携・協力体制の構築（例：民生委員・地域包括支援センター等との連携）
□ 防災訓練等の実施（訓練の内容や参加者等を記入）


□ 地域における支援体制のマニュアル化（例：災害時の情報伝達手段のルール作り、緊急連絡網の作成など）
□ 要支援者名簿の未登録者に対する登録の呼びかけ
□ 独自の要支援者名簿の作成


様式３　別紙
	その他、実施した取組がある場合は記入してください。

	


≪訪問予定者≫


□会長・副会長等の役員　□その他の支援者（※） □その他（　　　　　　　　　）





≪訪問予定回数≫


□年1～2回程度　 □年3～5回程度　 □年6回以上   □その他（　　　　　　　　）





□災害時に心配な事　　□必要とする配慮や支援の内容　　□緊急時の連絡先　　　


□災害時における支援者からの支援の要否　　□その他（　　　　　　　　　　　　）





□支援者間での要支援者情報（名簿情報）の共有　□支援者の確保　□要支援者と支援者とのﾏｯﾁﾝｸﾞ　


□組織による支援体制の構築　□個別支援プランの作成　□その他（　　　　      ）





≪訪問者≫


□会長・副会長等の役員　□その他の支援者（※） □その他（　　　　　　　　　）





≪訪問回数≫


□年1回　□年2回　□年3回　□年4回　□年5回　□年6回　□その他（ 年　　　回 ）





□災害時に心配な事　　□必要とする配慮や支援の内容　　□緊急時の連絡先　　　


□災害時における支援者からの支援の要否　　□その他（　　　　　　　　　　　　）





□支援者間での要支援者情報（名簿情報）の共有　□支援者の確保　□要支援者と支援者とのﾏｯﾁﾝｸﾞ　


□組織による支援体制の構築　□個別支援プランの作成　□その他（　　　　      ）








